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Ⅰ はじめに 

 

 平成２６年度の予算編成につきましては、本市の抱える諸課題を重点的かつ

計画的に解決するため、「後期基本計画」の「めざすまちの姿」で示す 6つの取

り組みを着実に実施することを基本としつつ、市民の皆様にお約束した公約に

基づく施策を実施することにより、将来に向かい船橋市がさらに発展していく

第一歩とするための予算配分を行いました。 

 これにより、本市の目標であります「生き生きとしたふれあいの都市・ふな

ばし」の実現を図ってまいります。 

 

 

Ⅱ 予算案の全体像 

 

 平成２６年度の一般会計の予算規模は、１，９０７億６，０００万円で、前

年度に比べて１１５億６，０００万円、率にして６．５％の増となりました。

６年連続の増額予算であり、過去最大の予算額です。 

 臨時福祉給付金や消費税率の引上げに伴う増分といった特殊要因を除いても、

４．４％の増と高い伸びを示しています。 

 

一般会計 １，９０７億６，０００万円（前年度比 １１５億６，０００万円  ６．５％） 

特別会計 １，３０５億４，６００万円（前年度比  ４６億７，９００万円  ３．７％） 

企業会計   １７５億３，１００万円（前年度比  △９億  ８００万円 △４．９％） 

合 計  ３，３８８億３，７００万円（前年度比 １５３億３，１００万円  ４．７％） 

 

 また、４月からの消費税率の引上げに伴い、市内経済の落ち込みが懸念され

ることを踏まえ、国の経済対策を活用し、公共投資として小・中学校校舎等整

備費を３月補正に計上します。 
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 一般会計のうち、歳入面では、景気の回復傾向等を受けて、法人市民税や固

定資産税を中心に増収となることなどにより、市税収入を、平成２５年度予算

の９３９億４，２００万円と比較して、１．７％増となる９５５億３，５７０

万円を見込みました。 

 また、市債の発行額につきましては、積極的に都市基盤の整備を行うことか

ら、２０８億６，９１０万円（臨時財政対策債を含む。）となっています。これ

は、平成２５年度予算における発行額と比較して１０億１，０２０万円の増額

となります。 

 歳出面では、道路や下水道などのインフラ整備や、小・中学校の耐震化、公

共施設の長寿命化、清掃工場の建て替えなどに積極的に取り組むことにより、

普通建設事業費が、対前年度比１６．０％増となっています。また、子育て、

高齢者福祉、保健などの経費である扶助費につきましても、保育所運営費や、

障害福祉費に係る訓練等給付費などの増により、対前年度比３．０％増となっ

ています。 
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Ⅲ 主要事業の概要 

 

（１）「めざすまちの姿」とは 

本市を取り巻く課題や市民のニーズを踏まえ、分野別計画に横断的な横串 

 をさすように、特に重要なまちづくりのテーマを設定して、優先的・重点的 

 に取り組むべき施策を抽出したものが「めざすまちの姿」です。 

 

 

 

（２）予算案における主要事業 

  次頁以降に、平成２６年度予算案における主要事業を６つの「めざすまち 

の姿」ごとに示します。 

 

※予算額は、千円未満を切り上げて記載しています。 

※右端の数字は、「予算参考資料」のページを表わしています。 

※〇は新規事業、●は制度拡大事業、△は継続事業です。 

※ここで紹介する事業には、複数の事業の組み合わせや、事業の一部で構成 

されているものもあるため、予算額や事業名が「予算参考資料」とは必ず 

しも一致しません。 
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 ①   非常時への備えのあるまち 

 

《〇は新規事業、●は制度拡大事業、△は継続事業です。》 

 

〇津波避難計画の策定 

（７，０００千円）２７頁 

 平成２５年度に作成の津波ハザードマップに基づき、避難対象地区、避難路

の指定を行う「津波避難計画」を策定します。避難に係る情報を的確に市民に

伝え、速やかに避難できる体制を整備します。 

【危機管理課】 

 

●非常用備蓄品を整備 

①特別支援学校（高根台校舎及び金堀校舎）を福祉避難所に指定し、食料や 

毛布、照明機など非常用備蓄品を整備します。 

（６，２８３千円）２７頁 

②災害弱者と言われる子供、高齢者、障害者等が利用する市の福祉施設等に 

非常用備蓄品を整備します。      （１１，４９８千円）４９頁ほか 

【危機管理課・児童育成課ほか】 

 

○自主防災組織の代表者による協議会の設置 

（６２千円）２７頁 

 市内各行政ブロック（東・西・南・北・中央）内の自主防災組織代表者から

なる連合組織を設立し、訓練や情報交換などを通して地域の災害対応能力の向

上や未結成地域での結成促進などを図ります。 

平成２６年度はモデルケースとして 1 ブロックで設立し、平成２７年度には

全ブロックでの設立を目指します。 

【危機管理課】 

 

●町会・自治会に属していないマンション管理組合を 

自主防災組織の補助対象に  （１３，１００千円）２７頁 

 自主防災組織の結成促進のため、これまで補助対象となっていなかった、町

会・自治会に属していないマンションの管理組合を自主防災組織補助金の対象

とします。自主防災組織を結成し、防災・減災対策に取り組むマンションを増

やし、災害に強いまちづくりへ繋げます。 

【危機管理課】 
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 ①   非常時への備えのあるまち 

 

《〇は新規事業、●は制度拡大事業、△は継続事業です。》 

 

△（仮称）防災備蓄センターの整備 

（３２８，３７６千円）２７頁 

 平成２７年４月の開設を目指し、行田２丁目の国家公務員船橋体育センター

跡地に「（仮称）防災備蓄センター」を整備します。この施設は、市の災害対策

機能を強化するために、災害発生時には物資の集積・輸送拠点としての機能を

併せ持つ防災備蓄倉庫として整備します。 

【危機管理課】 

 

○（仮称）防災女性モニターの設置 

（６５千円）２７頁 

 市の防災対策の現状を女性の視点から確認・検討してもらい、さらなる防災

対策の充実に繋げます。 

【危機管理課】 

 

△公共建築物の耐震化を促進 

①安全な保育環境を確保するため、平成２５年度からの継続事業も含め、公 

立保育所の建て替えや補強工事などの耐震化整備を順次行っていきます。 

      （６９０，４９４千円）５１頁 

②耐震診断の結果にもとづき、校舎の耐震補強工事を実施し、平成２７年度 

中の小・中学校の耐震化完了を目指します。船橋小学校、湊中学校の改築工 

事は平成２６年度で終了し、前原中学校は平成２７年度に終了する予定です。 

（４，８３１，２３４千円）９７・９９頁 

 【保育施設整備課・施設課】 

 

△橋りょう整備（新港大橋、新船橋橋） 

（６５６，３１０千円）８１頁 

市内の重要橋りょうの落橋防止等の工事を順次実施していきます。平成２６

年度は引き続き新港大橋の落橋防止等の工事を進めます。 

また、平成２５年度中に公表する市内の橋りょう（２３３橋）の長寿命化修

繕計画に基づく修繕を実施します。その他、老朽化した新船橋橋の架け替えに

も着手します（平成２６年度から平成３４年度の予定）。 

【道路建設課】 
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 ②   安心して暮らせるまち 

 

《〇は新規事業、●は制度拡大事業、△は継続事業です。》 

 

△（仮称）保健福祉センターの建設 

（１，５１５，５９５千円） ４１・４５・４７・６１・６３頁 

 保健・医療・福祉サービスの拠点として、保健所機能のほか、保健センター、

夜間休日急病診療所等の機能を有する「（仮称）保健福祉センター」を北本町に

建設します。平成２５年度から３か年かけて建設しており、平成２７年１０月

にオープンの予定です。 

【健康政策課ほか】 

 

○船橋市立医療センターの建て替え検討のための基礎調査を実施 

（１０，０００千円）５７頁 

 昭和５８年に開院した船橋市立医療センターの老朽化が進んできていること

から、建て替えを検討するための基礎調査を実施します。この調査では、病院

の現状や地域の医療需給等について、調査分析を行います。 

【健康政策課】 

 

○リハビリセンターを地域リハビリテーション拠点として機能強化 

（１４５，４１８千円）３９・６１頁 

 リハビリセンターに指定管理者制度を導入し、これまでの事業に加え、リハ

ビリテーション科の診療所業務及び地域リハビリテーションを推進するための

拠点事業を行います。市内の回復期病床を持つ病院等と密接な連携体制を整え

ることで、回復期から維持期までの継続したリハビリテーションを提供してい

きます。 

【健康政策課】 

 

○高齢者肺炎球菌ワクチンと水痘ワクチン接種の実施 

（５２２，５１２千円）５９頁 

 高齢者を対象とした肺炎球菌ワクチンと乳幼児を対象とした水痘ワクチンの

接種を新たに実施します。 

 なお、高齢者肺炎球菌ワクチンの対象年齢については、国の基準よりも範囲

を拡大し、６５歳以上の全年齢の方を対象とします。 

【健康増進課】 
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 ②   安心して暮らせるまち 

 

《〇は新規事業、●は制度拡大事業、△は継続事業です。》 

 

○子宮頸がん早期発見・早期治療のためのＨＰＶ検査実施 

（３１，３７８千円）５９頁 

 子宮頸がんの早期発見・早期治療のため、３０代の子宮頸がん検診受診者の

検査項目にＨＰＶ検査を追加します。 

【健康増進課】 

 

△生活介護事業所を行田の体育センター跡地に整備 

（１３８，９００千円）３３頁 

 行田の国家公務員船橋体育センター跡地に、重度の重複した障害がある肢体

不自由者のための通所による生活介護事業所を民設民営により整備するため、

整備費の一部を事業者に補助します。 

【障害福祉課】 

 

○地域包括ケアシステム推進本部、推進室の設置 

（予算参考資料に記載なし） 

 住み慣れた地域で生き生きと安心して健康な生活を送るために、住まい・医

療・介護・予防・生活支援等が一体的に提供される「地域包括ケアシステム」

を推進します。分野横断的な取り組みを強化するため、関係部局で構成する「地

域包括ケアシステム推進本部」（本部長：副市長）を立ち上げるとともに、全庁

的に関連する事業の取りまとめと進捗管理を行う「（仮称）地域包括ケアシステ

ム推進室」を設置します。 

【介護保険課】 

 

△鉄道駅のエレベーター等設置に補助 

（１１７，６００千円）８３頁 

バリアフリーのまちづくりを進めるため、鉄道事業者が整備するバリアフリ

ー設備の設置事業に対して補助を行います。平成２６年度は、東葉高速線東海

神駅（２か年目）、北総線小室駅に設置するエレベーターと、東武野田線馬込沢

駅に設置する内方線付点状ブロックについて、設置費の一部を補助します。 

【都市計画課】 
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 ②   安心して暮らせるまち 

 

《〇は新規事業、●は制度拡大事業、△は継続事業です。》 

 

○高齢者の外出支援のためのバス停留所への上屋やベンチの設置 

（２０，０００千円）８１・８７頁 

市内バス停に上屋やベンチの整備を進めることにより、高齢者に対するバス

の利便性を高め、公共交通機関としてのバス利用を促進するため、設置箇所や

優先順位等を定めた計画を策定するとともに、上屋やベンチを整備する事業者

に対して設置費の一部の補助や、設置が必要な箇所の整備を行います。 

【都市計画課・道路建設課】 

 

○人にやさしい歩道づくり 

（３５３，３００千円）８１頁 

歩行者の安全を確保するため、歩道の設置を行い、歩行者と車の分離を図り

ます。また、誰もが暮らしやすいまちにするため、既設歩道の段差や急な勾配

を解消し、バリアフリー化を図ります。 

【道路建設課】 

 

○救急車を配備して、東部地域の救急需要に対応 

（２９，２００千円）９３頁 

 救急出場件数が増加する中、特に坪井地区を含む東部地域は、人口が増加し、

救急需要も多いことから、平成２６年度に高規格救急車を配備し、平成２７年

度から東消防署の第２救急隊として運用を開始します。 

【消防局救急課】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「福祉と防災の拠点イメージ図」（行田２丁目国家公務員船橋体育センター跡地） 
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 ③   未来へつなぐ恵み豊かな環境のまち 

 

《〇は新規事業、●は制度拡大事業、△は継続事業です。》 

 

△ふなばし三番瀬海浜公園改修のための基本・実施設計 

（９４，３６０千円）２３頁 

 ふなばし三番瀬海浜公園のプール跡地について、平成２４年度に定めた活用

方針に基づき、三番瀬の魅力を十分に活かした自然体験・環境学習の場として

整備するための、基本・実施設計を行います。 

【政策企画課】 

 

○ＬＥＤ化の推進 

①市役所本庁舎の照明を平成２６年度、２７年度で、ＬＥＤ照明に更新しま 

す。また、中央監視による点灯制御装置を設置し、照明の遠隔管理を行うこ 

とにより、省エネルギー化を促進させます。これらの導入により、照明に係 

る年間消費電力量を約４７％削減する効果が見込まれます。 

（１６４，９００千円）２３頁 

②町会・自治会がＬＥＤ防犯灯を設置する場合に、補助金額を増額すること 

により、消費電力の小さいＬＥＤ防犯灯への切り替えを促進していきます。 

（１０１，７００千円）２７頁 

【管財課・自治振興課】 

 

○市の公共施設の再生可能エネルギー等導入方針を策定します。 

（７，４００千円）６５頁 

 公共施設における地球温暖化対策及び省エネルギー対策として有効な手法に

ついて、委託による調査解析をもとに、有識者を交えた庁内検討委員会で検討

の上、本市の「再生可能エネルギー等導入方針」を策定します。 

【環境保全課】 

 

△生物多様性地域戦略を策定するための自然環境調査を実施 

（１５，２６１千円）６３頁 

都市化や地球温暖化、外来生物等により、市内の自然環境が変わっていく中、

生物多様性の確保と持続可能な利用に関する事項を定めた「生物多様性地域戦

略」の策定を図ります。平成２６年度は、平成２５年度に引き続き自然環境調

査を実施し、春夏の各季節で市の貴重な自然や希少な動植物、外来生物等に関

する自然の状況を把握します。 

【環境保全課】 
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 ③   未来へつなぐ恵み豊かな環境のまち 

 

《〇は新規事業、●は制度拡大事業、△は継続事業です。》 

 

△北部・南部清掃工場の建て替え 

（７２５，５５０千円）６７頁 

 北部清掃工場は平成２５年度から建て替え事業に着手しています。余熱利用

施設も併せた施設の稼働は平成２９年度の予定で、設計、建設、旧施設の解体、

及び運営を一括して民間事業者が行います。 

南部清掃工場についても平成３２年度稼働に向けて、ＤＢＯ（Design Build 

Operate）方式（※）で建て替えを行う方針となりました。平成２６年度は建て

替えに向けた環境影響評価調査のほか、事業者選定作業を進めます。 

【クリーン推進課】 

 

○ごみ出し困難者への収集支援（ふれあい収集）の実証事業を実施 

（８６千円）６５頁 

 高齢者や障害のある人の中で、親族や近所などからの支援を受けられず、自

力でごみ収集ステーションまでごみを出すことが困難な方に対して、職員が戸

別にごみ収集する実証事業を行います。平成２６年度から平成２８年度にかけ

て一部の地域で実施し、事業手法や効果の検証を行います。 

【クリーン推進課】 

 

○西浦下水処理場で小水力発電装置の実証実験を実施 

（１３，２３０千円）７９頁 

西浦下水処理場の放流水の落差を利用して、市内企業が開発中の小水力発電

装置の実証実験を産官協同で実施し、発電量、耐久性、発電コストなど導入効

果の検証を行います。 

【下水道施設課】 

 

 

 

   ※ＤＢＯ（Design Build Operate）：公共が資金調達を行い、設計・建設、運営 

を一括して民間に発注する方式のこと。 

 

 

 

 



 

11 

 

 ④   笑顔があふれる子育てのまち 

 

《〇は新規事業、●は制度拡大事業、△は継続事業です。》 

 

○船橋の将来を語り合う「こども未来会議室」の実施 

（７６５千円）２１頁 

子供たちと市長が船橋の将来を語り合う「こども未来会議室」を設置します。

平成２６年度は、中学生を対象として５回程度開催する予定です。 

船橋市の現状を子供たちに伝え、まちづくりを意識してもらうとともに、将

来を見据えた意見交換を行い、子供たちの視点を活かした市政運営に繋げてい

きます。                       【市民の声を聞く課】 

 

○「子ども・子育て支援新制度」に向けて 

平成２６年度に認可保育所の定員を４７０名増員し、さらに３３５名分の整

備への補助に加え、公募による４園の整備を予定しています。平成２７年度か

らの新制度に向けて、賃貸物件による私立保育所整備への補助等新たな手法を

取り入れて、待機児童対策を積極的に進めます。 

 ①子ども・子育て支援事業計画の策定：平成２５年度に実施した子育て中の

保護者等を対象としたアンケート調査の結果を参考に、５か年の「船橋市子

ども・子育て支援事業計画」を策定します。 （１４，１９８千円）４１頁 

 ②長時間預かり保育を実施する幼稚園へ運営費助成：通常の教育時間の前後

や長期休業中などに、１日１１時間以上の預かり保育を実施する幼稚園に対

し、将来的に認定こども園へ移行することを要件に、運営に要する経費の一

部を助成します。              （７，８３０千円）４３頁

③認定こども園の整備：教育と保育を総合的に提供するため、将来的に認定

こども園へ移行を希望する幼稚園に対し、整備費の一部を補助します。 

                   （４４，９９７千円）４３頁 

【子ども政策課・保育課・保育施設整備課】 

 

○中学生への学習支援 

①生活保護世帯の中学生：生活保護世帯の中学生を対象に学習を支援し、学力

の向上を図るなど、高校進学のための支援を行います。 

（１４，２１９千円）５３頁 

②ひとり親家庭の中学生：ひとり親家庭の中学生を対象に学習を支援し、学力

の向上を図るなど、高校進学のための支援を行います。 

         （２，１１８千円）４５頁 

【生活支援課・児童家庭課】 
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 ④   笑顔があふれる子育てのまち 

 

《〇は新規事業、●は制度拡大事業、△は継続事業です。》 

 

○児童相談所設置についての調査検討を実施 

（１，０８９千円）４１頁 

 児童相談所設置についての庁内検討会を立ち上げ、専門家のアドバイスを受

けながら、課題の抽出・整理、組織の在り方など総合的な調査検討を行います。 

【児童家庭課】 

 

△行田の体育センター跡地に 

     児童発達支援センターと母子生活支援施設を建設 

（１７８，０６０千円）４３頁 

 老朽化した「さざんか学園」と「夏見母子ホーム」に代わる児童発達支援セ

ンターと母子生活支援施設を、行田の国家公務員船橋体育センター跡地に整備

します。なお、施設は民設民営となることから、整備する事業者に整備費の一

部を補助します。 

児童発達支援センターは平成２７年度の開設を予定しており、定員の増員を

図り（３０人⇒８０人）、新たに障害児相談支援や保育所等への訪問支援を実施

します。また、母子生活支援施設は平成２８年度の開設を予定しており、子供

を短期間預かるショートステイ事業も行います。 

                        【児童家庭課・療育支援課】 

 

△保育士確保事業 

（４２４千円）５１頁 

 資格を持ちながら現在保育士として働いていない「潜在保育士」や保育士養

成施設に在学する学生を対象に、働くことへの不安を取り除くため、最新の保

育事情の紹介や就職に関するアドバイスを行う講座を開き、就労に向けた支援

を行います。また、現役の保育士等を対象に、実践的な研修を実施することで、

保育の質の向上を図るとともに、就業を継続しやすい職場環境作りを目指しま

す。                             【保育課】 

 

●病児・病後児保育施設の新設 

（７５，１３８千円）４１頁 

 平成２６年度中に病児・病後児保育の実施施設を新たに１施設増やし、子育

て中の保護者の就労の支援を行うことで、子育てしやすい環境を整えます。 

【保育課】 
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 ④   笑顔があふれる子育てのまち 

 

《〇は新規事業、●は制度拡大事業、△は継続事業です。》 

 

○放課後子供教室の開設 

（６５，４８５千円）１０５頁 

 放課後等の子供の安心・安全な活動場所を確保するため、小学校の余裕スペ

ースや教室等を活用し、地域の方々の参画を得て、勉強・スポーツ・文化活動・

地域住民との交流活動の場を提供する「放課後子供教室」を開設します。 

 平成２６年度はモデル校５校で試行実施し、順次拡大を予定しています。 

【教育総務課】 

 

○小学校全校にスクールカウンセラーを配置 

（６８，５９６千円）９５頁 

いじめや不登校等、児童に係る問題解決のため、スクールカウンセラー（臨

床心理士等）を市内５４校全ての市立小学校に配置します。児童や保護者が安

心して悩みや心配事を相談できる体制を作り、落ち着いた学校生活を送れるよ

う支援します。 

【指導課】 

 

●小・中学校の学校図書館へ、図書標準１００％の整備 

（１１１，３４９千円）９５・９９頁 

子供たちの読書量を増やすための施策として、文部科学省が設定する学校図

書館に整備すべき蔵書の標準である「学校図書館図書標準」（※）を達成する

ため、図書等を整備します。 

これにより、魅力ある学校図書館環境を整え、児童生徒の読書意欲の向上を

図ります。 

【財務課・指導課】 

 

 

   ※学校図書館図書標準：公立義務教育諸学校の学校図書館に整備すべき蔵書の 

標準として、平成５年３月に文部科学省が定めたもの。 

例えば、小学校で１８学級の場合は、１０，３６０冊が標準冊数となる。 
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 ⑤   人が集まる元気なまち 

 

《〇は新規事業、●は制度拡大事業、△は継続事業です。》 

 

○ＪＲ船橋駅南口周辺及び臨海部の回遊性を 

創出するための基本構想の策定 

（１４，０８９千円）２３頁 

ＪＲ船橋駅南口周辺及び臨海部における回遊性の創出に向け、本町４丁目を

中心とする区域及び船橋港親水公園や浜町２丁目市有地周辺区域のまちづくり

に関する基本構想をそれぞれ策定します。 

【政策企画課】 

 

○ＪＲ南船橋駅南口の用地活用のための基本構想の策定 

（９，０００千円）２３頁 

平成２５年１０月３１日付けで、千葉県企業庁から船橋市へ譲渡されたＪＲ

南船橋駅南口用地（約４．５ｈａ）について、公共施設の配置をはじめとする

土地利用の方針を定めるため、基本構想を策定します。 

【政策企画課】 

 

○農業、漁業、工業、商業などの若手経営者・後継者が 

一堂に会する経済ミーティングの開催  （２９２千円）７５頁 

 １０年後、２０年後の本市を支える農業、漁業、工業、商業の若手経営者・

後継者が意見交換をする「経済ミーティング」を開催します。産業間の垣根を

越えて互いに連携を深め、新たな商品やサービスの開発などを創出するきっか

け作りの場とします。 

【商工振興課】 

 

○市内経済活性化を目指して、 

プレミアム付商品券発行への助成   （９５，２５０千円）７５頁 

 消費税率の引き上げに対する緊急の経済対策として、１５％を上乗せしたプ

レミアム付商品券発行への助成を行い、地域経済の活性化を図ります。 

 また、商品券の冊子に割引券を付けることで、新規顧客を取り込み、リピー

ターに替えていきます。 

【商工振興課】 
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 ⑤   人が集まる元気なまち 

 

《〇は新規事業、●は制度拡大事業、△は継続事業です。》 

 

○商工業振興ビジョンの策定 

（８，２８３千円）７５頁 

 商工業を中心とする本市産業の将来方向のイメージと、これを実現していく

ための指針となる「商工業振興ビジョン」を、平成２６、２７年度の２か年で

策定します。 

【商工振興課】 

 

△農産物ブランドなどのＰＲ活動を実施 

（２４，２９６千円）７１頁 

 本市の特産品である梨をＰＲするため、札幌ドームや東京都内等でイベント

を行うほか、「船橋にんじん」・「小松菜・枝豆」等の農産物を、船橋ブランドと

しての認知度を高めるため、様々なイベント等を通じて市内外にＰＲを行いま

す。 

【農水産課】 

 

○地方に転換する卸売市場の活性化 

（７，６５８千円）１４５頁 

 平成２６年４月より、中央卸売市場から地方卸売市場に転換するにあたり、

市場見学会の開催やふなばし楽市の実施回数の拡大など、様々な事業を実施し、

魅力ある市場づくりを進めていきます。 

【中央卸売市場】 

 

○公園・緑地の整備 

（５１１，５２２千円）８９頁 

都市に潤いを与え、防災面からも重要な公園・緑地の整備に積極的に取り組

みます。 

平成２６年度は、（仮称）大穴近隣公園の基本計画、基本設計及び用地取得、

西船４丁目緑地（旧西図書館の跡地）や（仮称）東船橋緑地の整備などを行い

ます。 

【公園緑地課】 
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 ⑤   人が集まる元気なまち 

 

《〇は新規事業、●は制度拡大事業、△は継続事業です。》 

 

△都市計画道路の整備 

（１，５２１，３５０千円）８７・８９頁 

都市計画道路３・３・７号南本町馬込町線や、都市計画道路３・４・２５号

宮本古和釜町線などの整備を引き続き進めるとともに、新たに、３・５・３１

号西船橋駅印内線の京成線の踏切から葛飾中学校までの区間の事業に向けて用

地取得を進めます。                      【街路課】 

 

○音楽でまちを包み込む 

①ふなばし音楽フェスティバルの拡充：２月を中心に実施している、子供から

大人まで音楽を通して交流する「音楽のまち・ふなばし千人の音楽祭」や、公

民館等で開催している「地域ふれあいコンサート」に加え、秋の音楽フェステ

ィバルを開催し、屋外やホール等でコンサートを行います。 

  （１４，５００千円）１０３頁 

②まちかど音楽ステージの開催：市民が気軽に音楽を楽しめるライブやコンサ

ートを船橋駅周辺や市内商店街で開催します。 

（６７５千円）１０３頁 

【文化課】 

 

△行田体育センター跡地を多目的運動広場として整備 

（３６，６３０千円）１０９頁 

行田の国家公務員船橋体育センター跡地に、サッカー・軟式野球等ができる

多目的運動広場を平成２６、２７年度の２か年で整備します。災害発生時は、

他県からの緊急消防援助隊を受け入れるための活動拠点としても活用します。 

【生涯スポーツ課】 

 

 

 

 

 

 

 

ＪＲ南船橋駅南口用地（約４．５ｈａ） 
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 ⑥   市民に愛され、育まれるまち 

 

《〇は新規事業、●は制度拡大事業、△は継続事業です。》 

 

○広報担当者を配置して、市内外へ積極的なＰＲ活動を 

（予算参考資料に記載なし） 

民間企業等で広報等の経験のある広報担当者１名を任期付きで公募・採用し、

船橋の様々な魅力を全国、そして世界に発信していきます。 

【広報課】 

 

○海外へ向けての情報発信 

（１１，２７０千円）２１頁、２５頁 

海外における本市のイメージの定着等のため、魅力を集約したホームページ

を作成します。また、観光スポットや特産品、市の概要などを掲載したリーフ

レットを多言語で作成し、市民が海外に出かける際に持参していただくなど、

市の魅力を世界に向けて発信します。 

【広報課】 

 

○（仮称）まちづくり懇談会の開催 

 （予算参考資料に記載なし） 

 市民の意見を今後の市政に反映させるとともに、市民の市政参加の推進を図

るため、まちづくり全般について市民団体と市長が直接意見交換を行う「（仮称）

まちづくり懇談会」を開催します。 

平成２６年度は１０回程度の開催を予定し、広報紙およびホームページで市

民団体の参加募集を行います。また、若者の参加も促すためＳＮＳ（※）を活

用した呼び掛けも行います。 

【市民の声を聞く課】 

 

 

 

   ※ＳＮＳ：インターネット上の交流を通して社会的ネットワーク（ソーシャル 

    ・ネットワーク）を構築するサービスのこと。  

代表的なＳＮＳとして、Facebook、Twitter、mixi、Google+などがある。 
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     その他の主要な事業 

 

《〇は新規事業、●は制度拡大事業、△は継続事業です。》 

 

○オーデンセ市、西安市との姉妹・友好都市周年事業 

（２２，４０９千円）２１頁 

 平成２６年度は、オーデンセ市と姉妹都市提携２５周年、西安市と友好都市

提携２０周年にあたるため、船橋市から両市へ代表団や市民団を派遣します。 

また両市から代表団や文化団を招へいし、それぞれの交流の歩みを祝うとと

もに、市民レベルの更なる親善交流を図ります。 

【国際交流室】 

 

○ふるさと納税制度を活用した産品のＰＲ 

（２，６５５千円）２５頁 

「ふるさと納税制度」を活用し、１万円以上の寄附者に対し、ふなばし産品

ブランド等の特産品を贈呈します。特産品のＰＲ等を通じ、広域的に市の魅力

を発信します。 

【政策企画課】 

 

 

○学校給食費を公会計化へ 

（１４，２５３千円）１０７頁 

現在、学校ごとに管理している市立小・中・特別支援学校の学校給食費（食

材料費）について、平成２７年４月に提供する給食分から、市が徴収管理する

「公会計」に変更し、運営と会計事務の透明化を図っていきます。 

【保健体育課】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


